




愛知県国際展示場コンセッション実施方針の特徴について 

実施方針とは 

2019 年秋の開業を目指して整備を進めている愛知県国際展示場の運営につ

いては、「愛知県国際展示場条例」において、公共施設等運営権（コンセッショ

ン）方式による運営を行うこととしています。 

これを受け、ＰＦＩ法第５条の規定に基づく手続きとして、事業の実施に関

する方針（「愛知県国際展示場コンセッション実施方針」）を定め、公表するも

のです。 

今回、公表した実施方針の特徴として次のポイントが挙げられます。 

～ 愛知県国際展示場コンセッションの特徴 ～ 

１ 運営権対価を国際展示場運営の原資に活用

開業当初５年間の安定化支援や新たな展示会需要の創造等の原資に活用 

２ 官民連携による積極的な需要創造の取組（民間事業者からの提案による）

日本初の展示会事業（新たな展示会の立上げ・成長支援等）に長期間に亘り本

格的に取り組む官民連携組織を構築し､需要創造に係る運営を積極的に展開 

３ インセンティブも考慮した運営権者に対する支援 

利用実績のない開業当初５年間の事業安定化を支援するほか､６年目以降はプ

ロフィット／ロスシェアを導入し、稼働率向上のインセンティブを付与しつつ、

リスク負担の軽減も図る。 

４ 民間事業者の任意事業により地域活性化を促進（民間事業者からの提案による） 

展示場運営のほか、にぎわい創出につながる任意事業の展開により空港島

及び周辺地域の活性化を促進 

１ 運営権対価を国際展示場運営の原資に活用 

○運営権対価とは、運営権の設定に対する対価として、民間事業者が想定され
る収益を本県に支払うもの。 

○民間事業者から得た運営権対価等を本県の展示会産業の育成・活性化に活用
するため、運営権対価を原資とする「基金」を開業年度に設置することを検
討。 

○運営権対価の最低提案価格については８．８２億円以上 

○基金による支援事業 
 ・開業当初５年間の事業安定化 

・官民連携による新たな展示会の立ち上げ、成長支援等 
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２ 官民連携による積極的な需要創造の取組（民間事業者からの提案による） 

○日本初の展示会事業（新たな展示会の立上げ・成長支援等）に長期間に亘り

本格的に取り組む官民連携組織を構築し､需要創造に係る運営を積極的に展

開 

○民間事業者のノウハウ・知見を最大限に活用するため、官民連携組織の運営

方式や具体的な取り組み等については民間事業者からの提案を求める

○想定される官民連携による需要創造の取り組み例は次のとおり 

（１）全国的・国際的なマーケティング・プロモーション活動 

（２）見本市・展示会主催者への支援 

   催事の企画提案活動、ワンストップのヘルプデスクの設置等 

（３）見本市・展示会等の開催 

本県や経済団体等との連携・協力による本県の産業集積・特性を活かし

た見本市・展示会等の企画・開催

運営権対価支払い 

補助 

当初 

運営権者 

県 

官民 

連携 

基金 
拠出 

運営権者 
官民 

連携 

補助 

基金 

プロフィット 

（幅以上分） 

運営権者 
官民 

連携 

開業後５年間 ６年目以降 

ロス 

（幅以下分） 
補助 

連携あるいは一体的に推進 

官民連携による積極的な需要創造の取り組み（例） 

・県・経済団体・運営権者との連携体制の構築 

 －全国的・国際的なマーケティング・プロモーション活動 

－見本市・展示会主催者への支援 

－見本市・展示会等の開催 等 

愛知県における 

見本市・展示会等 

の需要創造 

大規模展示場の 

効率的な管理運営 

民間事業者による長期的・包括的な管理運営の実施 

－民間ネットワーク・ノウハウを活かした多様な催事の 
営業誘致 

－ローコストオペレーションの実施 
－付帯事業等の実施

〔概念図〕 

〔展示場運営の展開イメージ〕 
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３ インセンティブも考慮した運営権者に対する支援 

○展示場の稼働率の目標ラインは収支均衡ラインを若干上回る２５％程度と

し、その確保に向け運営権者のインセンティブを高める仕組みが必要

○本施設は利用実績がない新規施設であるため、開業後５年間は事業安定化に

向けた支援を実施

【具体的な支援策】

開業当初の事業安定化支援（開業５年目まで） 

・原則として赤字額は全て本県が補助、黒字額は全て運営権者へ帰属。

○プロフィット／ロスシェアの導入（開業６年目以降） 

・想定収入と実際の収入にかい離があった場合、一定の幅（バンド幅）を 

±１５％とし、バンド幅以内は運営権者、バンド幅を超えた部分は本県の

取り分（負担）とする。

・運営権者の支出（経費）削減の努力（創意工夫等）による利益は、原則、

すべて運営権者に帰属する。ただし、バンド幅を下回った場合でも運営権者

の経費削減により赤字が生じなかった場合は、本県による補助は実施しない。

収入想定 

収
入
増

収
入
減

収支均衡ライン 

5 年目 

(15%)

目標ライン 

（稼働率 25%） 

利益 補助 
想定収入

一定の幅を超える利益は県の取り分に 

（プロフィットシェア※後述）

黒字は全て 

運営権者に帰属
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○プロフィット／ロスシェアの収入想定カーブの見直し 

・事業が順調に推移した場合は、稼働率を目標ライン以上に上げていくインセ

ンティブを与えるため、５年ごとに実績を評価し、バンド幅を超える好調な

稼働率であった場合は、収入想定カーブを上方に見直す仕組みとする。 

４ 任意事業による地域の活性化（民間事業者からの提案による） 

・民間のノウハウを活用し、地域のにぎわい創出等につながる任意事業を展開

することで、空港島及び周辺地域の活性化を促進する。 

 ※本県及び常滑市は中部国際空港島及びりんくう地区を「都市再生緊急整備

地域」として指定するよう国へ申請している。 

バンド（下側） 

想定カーブ 

5 年目 10 年目 

バンド（上側） 

実際の動き 

見直し 

見直し 
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